
―今回申請した経営革新の内容は。 

　当社は木造軸組住宅用建築材メーカー

としてプレカット加工やパネル製造、なら

びに羽柄材の加工を行ってきましたが、

さらに業務を拡大するため金具工法用

建築材の製造に取り組むというものです。

金物工法は在来木造軸組工法の一種

で、接合金物により構造材の継手や仕

口を構成するやり方。従来のような「ほぞ」

ではなくスリットを軸材に刻み、ボルトで

繋ぐというこの工法は加工がはるかに

楽ですし、自社で金具の取り付けを行う

ことでメーカーとしての付加価値を上げ

ることにも繋がります。また当社が得意

としているパネル製造分野の工場稼働

率を高め、生産コストを大いに低下させ

る要因にもなります。 

 
―革新に取り組むことにした理
由は。 

　直接のきっかけは、当社の納入先で

あるアイフルホームグループが金物工

法に取り組むことになり、北東北三県の

フランチャイズ全体への製品提供を依

頼されたことですね。この工法は日本古

来の伝統的な木造軸組工法の特徴を

活かしつつ接合強度の向上や安定が

図られており、台風や地震などにも強い

住宅を実現するとして、今住宅業界で

は非常に注目されているものです。 

　実を言うと、当社としても金物工法に

は以前から注目をしておりまして、社内

長期計画の一項目として平成22年度

の導入を目指していました。それがアイ

フルホームグループからの依頼で前倒

しになった訳です。設備投資的にはか

なりの努力が必要ですが、時期を考え

ればこれもひとつのチャレンジといえる

でしょう。 

 

―これまでも、御社にはいくつか
の転機があったようですね。 

　当社は昭和21年、先代が創業した

会社です。戦後復興で徐々に製材の

規模を拡大し、昭和28、29年頃には副

次的な業務としてガソリンスタンド業も

始めました。私が水沢に帰郷した昭和

40年代は石油ショックもあって業績は右

肩上がりだったのですが、ほどなくして

外材の輸入や新建材の登場という住

宅業界の激変により、製材業は苦戦を

強いられるようになりました。そこで石油

事業に主力を移し、一時は県外へもス

タンドを設置するほどの勢いでした。そ

こにバブル崩壊後の石油自由化。石油

メーカーや商社、異業種までもがガソリ

ンスタンド業に参入するようになったの

です。これまでのように物を仕入れて売

るだけでは価格競争に負けて「丸岩」

がなくなってしまう…。企業存続のため

の私の模索が始まりました。そしてたど

り着いたのが、製材加工の一分野であっ

たプレカット。長年培ってきた当社のノウ

ハウを活かすのはこれだ、と思いました。 

　確信を持ってはじめたプレカット加工

でしたが最初は地元の工務店からはまっ

たく見向きもされず、大工の仕事を無く

すると言われ、２年で１億4000万円以上

の赤字を出すほど苦戦しました。しかし、

その２年後に来たのが住宅ブームです。

大工の絶対数が足りなくなり当社のプ

レカット加工が注目され、ハウスメーカー

との取り引きが拡大し赤字も一気に解

消しました。 

　その中で取り組むようになった羽柄

材加工をきっかけに県の産業振興課に

相談に行ったのが、当社の経営に大き

な意識変革をもたらしました。 

 
―それはどういう変革だったの
ですか。 
　産業振興課で最初に言われたのは「将

来像をきちんと見据えることが経営革

新だ」。多くの企業がそうであるように、

当社も経営利益の向上や借入金返済

といったキャッシュフローに日々 追われる

経営をしていたのですが、将来像の確

立なくしては企業の付加価値を上げる

ことができないと指摘されました。正直

ピンとこなかったのですが、そういう必要

もあるのかと取り組むことにしたのです。 

　企業理念は？　スローガンは？　組織

のまとめ方は？…具体的な計画を半年

かけ作り上げていく中で気付いたのは、

経営側ではなく社員に対する「付加価値」

こそを企業は第一に考えなければなら

ないという事。私自身、この意識変化が

一番大きかった。そこで社内五か年計

画を発表して、当社がどういう方向を目

指していくのかを社員にもはっきり示し

たのです。具体的には、住宅構造材の

総合的な工場になろうと全社一丸で取

り組んできました。平成13年には方向

性もある程度定まり、大手メーカーの協

力も受けながらパネル工場の新設を果

たすことができました。 

 

23住宅用構造材の生産を得意と
する同社。本社に併設するプレカッ
ト工場では横架材加工機などの大
型機械が、メーカーからの注文に
合わせて木材を加工。およそ８時
間で約300本、１棟分の構造材が
作れるというが、こだわりの注文住
宅では500本にもなることがあると
いうから驚く。 
 
4金物工法の生産に向けて社内体
制を整えてきた岩渕社長。「既に
在来木造軸組工法の１割ほどになっ
ている金物工法の将来性は非常
に高い」と話す。 
 
5ＣＡＤ部門にはＳＥの資格を持つ技
術者が。受注から製造に関する生
産管理部門の社内システム構築
も自社で開発するなど、ＩＴ化にも
積極的に取り組む。 

1金物工法で構造体の接合強度は大幅アップ。耐震・耐久性の点からも注目される。 
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住宅構造材の総合的メーカーとして 
発展を目指す 
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―その結果として金物工法の受
注が生まれたのですね。 
　現在社員がメーカーで研修をしてい

ますが、パネルの実績があったので技

術的な心配はないと確信しています。

課題はお客さまのニーズに応える開発力。

当社には５人のＣＡＤオペレータがいま

すが、誰でも幅広い仕事に対応できるよ

うに社内システムを切り替えました。現

在新工場も建設中ですが、その引き渡

し日である10月20日には第１号製品の

出荷も確定しています。平成22年度に

はこの新工場への全移転を果たすの

が当社の計画です。 

 
―他にも独自の取り組みがある
ようですが。 
　ひとつは毎月試算表などの経営資料

を私自身が取引銀行に届けている事で

す。これはプレカット加工を始めた頃か

ら実践していますが、その結果銀行側

から様々な提案を受けられるようになり

ました。 

　また、平成15年には社員の教育や生

産管理、役割組織などの業務プロセス

改善をするために、中小企業基盤整備

機構から社外アドバイザーを紹介しても

らいました。その指導を受けて、生産管

理を担当する社員が自社システムも開

発した結果、業務の流れは大きく改善

されました。今後の目標は在庫管理シ

ステムの開発と、社外の運輸業者との

システム直結。こちらは来年３月の構築

を目指して準備をすすめています。他

にも週２回、ＣＡＤ、営業、工場の各部門

トップが集まって現状の問題点や状況

報告を行う会議を開催しています。これ

は社員の自主的な集まり。様 な々指導と

働きかけの結果、全体のモチベーション

が上がってきた結果と思います。 

 
―経営革新を成功させる秘訣は。 

　一番大事なのは、会社の将来像をきっ

ちりと作ること。その上で計画を全社員

に説明をすることでしょうね。当社では

毎年２月に社内研修を実施して、会社

の現状を説明して決算書も提示してい

ます。その上で５か年計画のチェックを

行い、今年度の個人の業務計画を発

表してもらうのです。さらに各人がコスト

意識を持つような勉強会も開催していま

す。自分の会社がどういう状況かが見

えてくれば、仕事に対する取り組み方も

変わってきます。 

　工場の新設をはじめとした現在取り

組む５か年計画には、長期的には大きな

期待をする反面不安も大きい。でもその

不安こそが仕事の遂行力になっている。  

　これからも当社はチャレンジしていき

ます。 

 

 

株式会社　丸岩 
 
所在地 水沢市東大通り１-１-21 
電　話 0197-24-1261 
代表者 岩渕　宣郎 
創　業 昭和21年10月 
従業員 53名 
業　種 製材業、木製品製造業 

沿　革 
昭和21年 10月 創業 
昭和23年 9月 会社設立 
昭和59年 8月 岩渕宣郎氏、代表取締

役就任 
平成８年 11月 プレカット工場に業態

変換 
平成11年  県産業振興課の指導

を受け経営革新に取り
組む 

平成13年  経営革新支援法適用
を受け、羽柄材加工へ
進出 

平成14年  東日本ハウス（株）と提
携、水沢工業団地内に
パネル工場新設 

平成15年  ５か年経営革新計画策
定 

平成17年 10月 金物工法のための新
工場完成 

56水沢工業団地にある第２工場では住宅用パネルを製造。壁面、床面、屋根材までオールインワンの
製品を製造する。第１工場のプレカット材や羽柄材も含め、木造住宅の骨組みに関する全ての部材を
提供できるのが強みだ。 
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彼を知り己を知れば～ 
　孫子の兵法ではないけれども、「彼を知

り己を知れば、勝すなわち殆うからず。地を

知り天を知れば、勝すなわち全うする」とい

う有名な一文があるように、勝つための経

営を実践するためには、外部環境の認識

を持って経営に当たる必要があるわけです。 

　新生銀行会長の八城政基さんは、青山

学院大学の大学院の講演の中で、「社会

主義国として戦後最も成功した国は日本

です。本来の資本主義というものはどうい

うものかというと、いわゆるそれぞれの企業

がお互いに切磋琢磨しながら、悪く言うと

弱肉強食の世界の中で戦っていくべきで

あるにもかかわらず、わが国はあまりにも規

制が大きすぎて、それも国家主導型でやっ

ているので動けません。新しく新生銀行と

して従来の金融機関の中に入っていくとい

うのは規制が多く苦しいんです」と皮肉を

こめて言われました。 

　しかし、いまや新生銀行だけではなく、相

当の日本の金融機関というのが従来の日

本的金融機関からグローバルな金融機関

に変わっております。 

　わが国はやっと本格的な資本主義社会

に入ったと言っても過言ではないと思います。 

 
新・資本主義のスタート 
　ライブドアとフジテレビのニッポン放送買

収劇、これなどはまさに新しい資本主義社

会の１つのエポックではないかと思います。 

　一昔前は、敵対的な買収などというのは、

まず日本人同士でやることはなかったです。 

　私がある大学院で学生に「企業はだれ

のものか？」こういう質問をしたんです。間

違いなく昔は、例えば従業員のものである

とか、あるいは中小企業でしたらオーナー、

社長のものであるとか、こういう話があった

のですが、今は99％の学生がこぞって「株

主のものである」と答えます。こういう動き

が新・資本主義のスタートであるということ

ではないかと思っております。 

　そこで、ここまでの認識ですが、「彼を知

り己を知れば」ということの外部環境として、

これからは穏やかな協調路線での進展と

いうのではなくて、お互いに生きるか死ぬ

かという戦いの中の経営というのがどうし

ても問われてくるということを前提にしてい

ただきたいと思います。 

　アメリカの作家リタ・メイ・ブラウンは「同じ

ことを繰り返していながら異なる結果を期

待することを愚行」と定義しています。時

代が変わればやることは変わります。従っ

て外部環境、すなわちいかに現在の社会

の動きを、冷静に健全かつ当然のこととし

て見られるかどうかが経営者の1つ目の資

質になります。 

　それに基づいて2つ目の資質としては、

自社を敢えて現状否定できるかどうかです。 

　現状否定とはどういうことかというと、経

営に係る森羅万象を、全部一旦ゼロベー

スに戻すことです。 

　ここが一番大きな問題です。ゼネラル・

エレクトリックのジャック・ウェルチという方は、

低迷したゼネラル・エレクトリックをもう一遍

戻すために、ゼロから見たときに、従来やっ

ていた電気に関わる事業を3分の1にして

しまったんです。残りの3分の2を金融業とサー

ビス業にした。これは何かというと、勝つた

めの事業を選べということなんです。 

　トヨタ自動車という会社がありますが、あ

そこは英語でトヨタ・モーター・コーポレーショ

ンですがモーターを外そうとしています。な

ぜかと言うと、トヨタは自動車だけで生きて

いこうとは思っていないわけです。宇宙工学、

宇宙に関連するビジネスであるとか、あるい

は自動車を含めた交通にかかる大きな枠

組みのビジネスというのを考えていくでしょう。 

　一度、すべての前提条件を白紙に戻し

て考えてください。これがシュムペーターの

言う創造的破壊と呼ばれるものなんです。 

　ドラッカーは「変化はコントロールできない。

できることはその先頭に立つことだけである。

今日のような乱気流の時代にあっては、変

化は常態である。変化はリスクに満ち、楽

ではない。悪戦苦闘を強いられる。だが、こ

の変化の先頭に立たない限り生き残ること

はできない。急激な構造変化の時代にあっ

ては、生き残れるのは自ら変革の担い手、チェ

ンジ・リーダーとなる者だけである」と言って

います。 

　すなわち変革の時代が到来したという

わけです。こういう中で、今日の本題であり

ます勝つ経営の3つの条件ですが、まず前

提条件として、リーダーが優秀であることで

す。したがって、リーダーがだめなら、いくら

3つがよくてもだめです。先にそれを言って

おきます。 

 

本格的競争時代
に勝つ 

経営3つの条件 

Ｓ＆Ｇビジネスディレクション株式会社 
代表取締役社長　吉田　史朗　氏 

中小企業新事業活動促進法説明会の講演会より 

講 演 記 録  

～戦いに勝つため
に経営構造を 

　　　大胆に戦
闘体制にシフトせ

よ～ 
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